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研究成果の概要（和文）：本研究では、企業間の競争を製品市場と労働市場の相互連関を含む新たな視点から分
析し、その含意を明らかにした。企業の労働市場における市場支配力の変化は、従業員への教育訓練投資を通じ
て企業の生産性に、そして消費者の便益に影響すること。また、企業経営能力の重要性の変化は、離職率の変化
を通じて企業の資産と人的資本の企業特殊性に、さらには企業の生産性に影響すること、が明らかになった。さ
らに、組織における従業員の働く意欲の社会心理学的な要因について、アイデンティティーと昇進の関係、およ
び公平感と職務割り当ての関係に関する実験分析を行い、いずれも組織の生産性に重要な影響があることが分か
った。

研究成果の概要（英文）：This study analyzes inter-firm competition from a new perspective that 
includes the interconnection between product markets and labor markets, and clarifies its 
implications. It reveals that changes in a firm's market power in the labor market affect the firm's
 productivity and consumer benefits through investments in employee education and training. It was 
also found that the changing importance of managerial capabilities influences the firm's 
productivity through changes in turnover rates, impacting  firm-specific nature of firms’ assets 
and human capital. Furthermore, an experimental analysis on the socio-psychological factors 
influencing employee motivation within organizations was conducted, examining the relationship 
between identity and promotion, as well as the relationship between fairness perception and job 
assignment. Both were found to significantly impact organizational productivity.

研究分野：産業組織論　組織経済学

キーワード： 企業間競争　製品市場　労働市場　市場支配力　企業特殊性　内部労働市場　アイデンティティー　公
平感

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
企業は製品市場で競争すると同時に労働市場でも競争しているにも拘らず、両市場における競争を総合的に融合
して分析する理論枠組みはこれまで存在しなかった。また、企業間競争分析の主要概念たる資産および人的資本
の企業特殊性に関して、その度合いは外生的に所与とされ、内生的に決定されるプロセスは分析されてこなかっ
た。本研究の学術的・社会的意義は、このような既存理論の限界を超える理論を提示分析し、その含意を探った
ことにある。また、アイデンティティーと公平感という社会心理学の重要な要素を内部労働市場分析に導入する
実験分析をおこなったことに、本研究の行動経済学面での学術的な意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 C－１９、F－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

伝統的な産業組織論分析において、企業は、原材料を投入すると製品が産出されるブラックボ 

ックスとして観念され、企業内部における価値創造にまつわる人間の営みは捨象されるのが殆

どだった。ブラックボックスを開けて企業の内部を経済学的に分析する研究は、組織の経済学・

内部労働市場分析として別途進展してきたが、本来表裏一体をなすべきこれら二つの文脈は、総

合的に融合されていない。また、企業間競争に関しては、国内市場における財・サービスの生産

に関する分析が中心であり、輸送・メンテナンスなどの生産後サービスも含む企業間の国際競争

を明示的に分析する研究は少ない。 

競争の基本単位を規定する企業の境界については、売り手あるいは買い手（または両方）が相 互

の関係に特殊的な投資を行った上で取引を行う状況を想定し、その取引か企業内あるいは企業

間で行われるべきか、という枠組みで多くの研究が蓄積されてきた。これに対して研究代表者は、

取引が企業内で行われた場合に売り手と買い手の間のアイデンティティーが強まったり公平感

の感じ方が変化したりするという人間行動的側面に着目し、アイデンティティーが事前および

事後の非効率性を軽減できるか否かを実験分析にて探索した。 既存の実験経済分析において、

公平感やアイデンティティーが内部労働市場において果たす役割の研究は少ない。 

 

２．研究の目的 

 企業間競争ならびに企業の理論、および内部労働市場に関して、行動経済学を含む新たな視点

から分析する。企業は、財・サービスの販売をめぐって製品市場で競争すると同時に従業員の雇

用をめぐって労働市場で競争していることを踏まえ、両市場での企業間競争およびそれらの相

互連関を理論モデルで分析し、その労働市場に関する含意を実証分析する。また、企業間競争に

関する理論を国際貿易に拡張してより総括的な分析および政策提言を行う。企業の理論および

企業の内部労働市場分析については、企業組織内部の重要事項に関する理論分析および実験に

基づく行動経済学的仮説の検証を行う。 

 

３．研究の方法 

 理論分析では、部分均衡的ミクロ理論モデルを基本とし、市場支配力、経営者能力の重要性な

ど分析の鍵となるパラメターについての比較静学分析を行い、政策含意および経営含意を得る。

実証研究では政府統計や民間データと独自に取得したデータを結合することで、人的資源管理

施策と賃金水準や賃金格差などとの関連を調べる。行動経済学的な仮説の検証では、大学生を被

験者とする実験室実験を行い、結果を統計分析する。 

 

４．研究成果 

(1) 企業は財・サービスの生産販売などを通じて製品市場で競争すると同時に、従業員の雇用・

教育訓練などを通じて労働市場で競争している。本研究では、両市場における企業の競争の相互

連関を分析する新たなミクロ理論モデルを提示・分析し、企業の市場支配力が消費者、労働者、

そして企業自身に及ぼす影響に関する理論予測を行い、その政策的含意を検討した。このモデル

では、企業の労働市場における市場支配力が、従業員の離職率を通じて従業員に対する教育訓練

のインセンティブに影響し、それが生産コストを通じて製品市場における企業競争に影響し、ひ

いては消費者余剰に影響することが明らかになった。製品市場と労働市場の相互連関を通じて

企業の労働市場支配力が製品の消費者に影響を及ぼすことを見出したことが、この研究の主要

な新規性・重要性である。さらに、企業の教育訓練投資は過小になるとは限らず、過剰になる場



合があることを見出し、過剰投資の場合は企業の労働支配力の向上が消費者だけでなく労働者

にとっても便益の向上に繋がり得ることを示した点も重要である。 

 

(2) 資産の企業特殊性は産業組織理論、特に取引費用の経済学の主要概念の一つであり、人的資

本の企業特殊性は内部労働市場分析の主要概念の一つである。本研究では、資産と人的資本の企

業特殊性の相互連関を捉えるミクロ理論モデルを提示・分析し、企業特殊性の度合いが内生的に

定まるプロセスを分析した。モデルの主要な理論予測は、経営者の能力の重要性が高まるにつれ

て離職率が高まり、各企業の資産および各従業員の人的資本の企業特殊性の度合いが低下し，企

業のサイズが小さくなる、というものである。この理論予測は、日米の雇用慣行の違いの説明と

今後の予測に適用できる。すなわち、欧米企業へのキャッチアップ途上にあった 1970年代まで

の多くの日本企業においては経営者の能力の重要性が比較的低かったのに対してすでにキャッ

チアップを終えた現在はその重要性が高まっていることを踏まえると、多くの日本企業におい

て資産および人的資本の企業特殊性が低下し、離職率が高まり、企業のサイズは小さくなる、と

いう傾向が続くことが予測される。 

 

(3) 労働市場に関する実証研究としては、日本企業における従業員の賃金格差、労使関係、およ

びワークライフバランスに関する研究を行った。まず、経済産業省『企業活動基本調査』と厚生

労働省『賃金構造基本統計調査』との企業レベルでのマッチングを行った。一方の企業活動基本

調査からは企業の生産性を計測でき、もう一方の賃金構造基本統計調査からは企業の平均賃金

を計測できる。また、賃金構造基本統計調査には個々の被用者についての属性と賃金を同時に観

察できるという特長があり、使用者の申告ベースで労働時間を正確に把握することから、時間当

たり賃金の格差の詳細を探求できる。この結果、1990 年代後半から 2010 年代にかけて、日本

の男性正社員の賃金格差は徐々に上昇してきたが、その大部分は企業「間」格差の上昇で説明で

き、企業「内」格差は必ずしも上昇していないことがわかった。これは、各企業がおかれた市場

を介した企業間関係が賃金格差を拡大させる動因となっていたことを示唆する。また、厚生労働

省『労使関係コミュニケーション調査』や独自に調査したワークライフバランス指標とを結合さ

せることにより、労使関係やワークライフバランスに関する情報を分析した。前者では、労働組

合が組織されて団体交渉が可能な場合には交渉項目として法定されている賃金や労働時間とい

った話題が団体交渉では取り上げられがちで、法定項目にはない育成訓練などは労使間のコミ

ュニケーションで話題にならない傾向がわかった。後者では、女性の既婚従業員の平均子ども数

は男性の既婚従業員の平均こども数と比較して小さい傾向があり、この差が大きい事業所ほど

女性の管理職比率も低い傾向があることがわかった。 

 

(4) 製品輸送・メンテナンスなどの生産後サービスも含む企業間の国際競争に関する理論分析を

行った。国際貿易理論分析における重要事項の一つである並行輸入は財の生産者が各国市場で

異なる価格を設定する「価格差別行動」を抑制するため、並行輸入品の輸入国消費者は価格の下

落により利益を受けると一般に考えられている。本研究では、生産者が並行輸入品に対する修理

サービスの差別（修理差別）を行う場合には、その輸入国消費者の利益が保証されない可能性を

示した。特に、財の耐久性を生産者がコントロールできる場合、耐久性を意図的に低く抑えるこ

とによって価格裁定圧力を緩和させることで、消費者に損失をもたらす可能性が高まることを

指摘した。また、製品輸送に関しては、国際寡占モデルに輸送セクターを明示的に導入したモデ

ル分析を行い、輸入関税や輸入割当といった保護主義的な通商政策の効果を検討した。輸送企業



は、往路も復路も積み荷が一杯になるような効率的な輸送を心がけている。本研究では、自国が

関税や輸入割当といった政策によって自国の輸入量を減少させるとき、もし輸送企業が効率的

な輸送を行っているとすると、自国の輸入量減少が輸送容量を減少させて自国の輸出も制限し

てしまうことを指摘した。輸入量の減少そのものは自国企業に利益をもたらすが、輸出量の減少

は自国企業に損失をもたらし、場合によっては、自国企業が自国の輸入制限政策から損失を被る

可能性がある。すなわち、関税や輸入割当といった輸入制限政策は、自国の消費者のみならず、

自国企業にも悪い影響を及ぼしかねないことがわかった。 

 

(5) 公平感やアイデンティティーが内部労働市場において果たす役割に関する実験研究を行っ

た。従業員の業績評価とそれに基づく職務割り当ては従業員間の公平感に影響を及ぼす可能性

がある。本研究では、一人の上司が二人の部下に対してそれぞれの業績評価を知った上で異なる

職務、生産性の高い職務（職務 H）と低い職務（職務 L）、を割り当てる状況を経済実験におい

て作り出し、職務割り当てが二人の部下の間の公平感に及ぼす影響を調べた。上司が部下の業績

評価を知った上で高業績の部下に職務 Hを、低い業績の部下に職務 Lを割り当てた場合、いず

れの部下も職務割り当てに関する不公平感を感じない。しかし、これとは反対に、上司が部下の

業績評価を知った上で高業績の部下に職務 Lを、低い業績の部下に職務 Hを割り当てた場合、

職務 L を割り当てられた部下のみが不公平感に基づく負の感情を得ることがわかった。この結

果の企業人事実務への含意として、生産性の低い職務に従業員を割り当てる場合、職務割り当て

の理由が正当な業績評価に基づくものであることを納得的にしっかりと説明することが重要で

あるということが明らかになった。 

 アイデンティティー（例えば民族や宗教的な背景）は企業内の昇進に関する意思決定に影響を

及ぼす可能性がある。本研究では、一人の上司が、自分と同じアイデンティティーを持つ一人の

部下と異なるアイデンティティーを持つもう一人の部下の二人のうちから一人を昇進させる状

況を二つの経済実験において作り出し、昇進に関する意思決定が企業の生産性に及ぼす影響を

調べた。実験１では、二人の部下の昇進後の生産性に差がある場合に関して実験を行い、生産性

が多少低い部下であっても上司と同じアイデンティティーを持つ部下を昇進させる傾向がある

ことがわかった。実験２では、二人の部下のそれぞれが、昇進の意思決定後にそれぞれのポジシ

ョンで職務遂行の努力をする状況を想定、アイデンティティーが異なる部下を昇進させたほう

が総合的な生産性が高いにもかかわらず、同じアイデンティティーの部下を昇進させる傾向が

あることがわかった。この結果の企業人事実務への含意として、アイデンティティーに拘らず生

産性を第一優先とする昇進者を決定するという人事方針を徹底することが重要であることが明

らかになった。 
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